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2018年 6月 28日 

各 位 

株 式 会 社 プ ロ ス ペ ク ト 

代 表 取 締 役 社 長  カ ー テ ィ ス ・ フ リ ー ズ 

 （コード番号：3528 東証第 2部） 

問い合わせ先 代表取締役常務 田 端 正 人 

電 話 番 号  0 3 ( 3 4 7 0 ) 8 4 1 1 ( 代 表 ) 

 

新株予約権（有償ストック・オプション）の発行に関するお知らせ 

 

 当社は、2018 年 6 月 28日開催の当社取締役会において、会社法第 236 条、第 238条及び第 240 条の規

定に基づき、当社の取締役及び従業員に対して、後記のとおり、ストック・オプションとして新株予約権

を発行することを決議いたしましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 

I. ストック・オプションとして新株予約権を発行する理由 

 

  当社は、従来のマンション分譲事業を主たる事業としていましたが、山形のハウスビルダー、大阪

の建設会社及び米国投資顧問会社などをグループ化することにより、事業の多角化を推進してまい

りました。また、2018 年 7 月、英国に本店を有するプロスペクト・ジャパン・ファンド・リミテッ

ドを完全子会社化することにより、2017 年 3 月期において 12,489 百万円であった連結純資産額が、

2018年 3 月期には 25,650百万円に増加するなど、財務基盤が飛躍的に強化され、更なる新規事業に

参入するチャンスを得ることができたことから、例えば、ロシアにおける木質ペレットプロジェクト

（工場の建設・運営）等に着手し、更に海外案件を積極的に検討したいと考えております。 

  当社としては、これらの新規プロジェクトを推進するためには、グローバルな視点において人材を

確保することが必要であり、これには十分なインセンティブを付与する必要があると考えておりま

す。今回のストック・オプションは、当社取締役及び従業員（執行役員を含む。）のうち、主として、

こうした要件に該当する者を対象としております。 

  なお、本新株予約権は、株価が一定の水準を下回った場合には、当該株価を上回る行使価額をもっ

て権利行使しなくてはならないという条件を付しており、かかる負担付きであるという点において、

経営責任を強調できる発行条件であると判断しております。 

 

II. 新株予約権の発行要領 

 

新株予約権の名称 ： 株式会社プロスペクト第 5回新株予約権 

新株予約権の総数 ： 80,000個 

払 込 金 額 ： 新株予約権 1個につき 100円 

（新株予約権の目的である株式 1株につき 0.1円） 
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※ 上記の払込金額は、第三者評価機関である株式会社プルータス・コンサルティン
グが、当社の株価情報等を考慮して、一般的なオプション価格算定モデルである
モンテカルロ・シミュレーションによって算出した結果に基づき決定したもので
す。 

申 込 期 間 ： 2018年 6月 29日から 2018年 8月 28日まで 

割 当 日 ： 2018年 8月 29日 

割 当 対 象 者 ： 当社取締役及び従業員（執行役員を含む。）（合計 13名） 

 

≪新株予約権の内容≫ 

 

1. 新株予約権の目的である株式の数 

(1) 本新株予約権 1 個当たりの目的である株式の数（以下「目的株式数」という。）は、1,000株と

する。 

(2) 目的株式数は、当社が株式分割（当社株式の無償割当てを含む。以下同じ。）又は株式併合を行

う場合、次の算式により調整される。ただし、かかる調整は、本新株予約権のうち、当該時点で

行使されていない新株予約権の目的である株式の数についてのみ行われ、調整の結果生じる 1

株未満の端数は、これを切り捨てる。 

調整後目的株式数 ＝ 調整前目的株式数 × 分割（又は併合）の比率 

(3) 上記のほか、当社が合併、会社分割又は資本金の額の減少を行う場合その他これらの場合に準

じて目的株式数の調整を必要とする場合、目的株式数は合理的な範囲で適切に調整される。 

 

2. 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

(1) 本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定める 1株あたりの払込金額（以

下「行使価額」という。）に、目的株式数を乗じた金額とする。 

(2) 当初の行使価額は、49 円とする。 

※ 上記の当初行使価額は、本新株予約権の発行に関する取締役会決議の日の直前取引日（2018 年 6 月

27日）における東京証券取引所における当社株式の普通取引の終値に基づき決定したものです。 

(3) 当社が株式分割又は株式併合を行う場合、行使価額は、以下の算式により調整され、調整によ

る 1円未満の端数は切り上げる。 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
1  

無償割当、分割又は併合の比率  

(4) 当社が時価を下回る価額で新株の発行又は自己株式の処分を行う場合（新株予約権の行使に基

づく新株の発行若しくは自己株式の処分又は株式交換による自己株式の移転の場合を除く。）、

行使価額は、以下の算式により調整され、調整による 1 円未満の端数は切り上げる。 

 

 

調 整 後 

行使価額 

 

 

＝ 

 

 

調 整 前 

行使価額 

 

 

× 

 

既発行 

株式数 

 

＋ 

新 規 発 行 

株 式 数 
× 

1 株 当 た り 

の 払 込 金 額 

 

新規発行前の 1 株当たりの時価  

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数  

(a) 上記算式において「既発行株式数」とは、発行済株式総数から自己株式数を控除した数と

し、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み

替える。 

(b) 上記のほか、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合その他これらの場合に準じ

て行使価額の調整を必要とする場合、行使価額は、合理的な範囲で適切に調整される。 
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3. 新株予約権を行使することができる期間 

本新株予約権を行使することができる期間（以下「行使期間」という。）は、2019 年 4 月 1 日から

2029年 3月 31日までとする。 

 

4. 増加する資本金及び資本準備金に関する事項 

(1) 本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則

に従い算出される資本金等増加限度額の 2 分の 1 の金額（計算の結果 1 円未満の端数が生じる

場合、その端数を切り上げる。）とする。 

(2) 本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記の資

本金等増加限度額から、上記に定める増加する資本金の額を減じた額とする。 

 

5. 譲渡による新株予約権の取得の制限 

譲渡による本新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承認を要する。 

 

6. 新株予約権の行使の条件 

(1) 東京証券取引所における当社株式の普通取引の終値に関して、行使期間中における連続する 21

取引日の平均値が、当該時点において有効な行使価額に 20％を乗じた価格を下回った場合、そ

の翌日以降、当該時点において有効な行使価額に 45％を乗じた価格（1 円未満の端数は切り上

げる。）をもって行使価額とし、新株予約権者は、行使期間の末日までに、保有する全ての本新

株予約権を行使しなければならない。ただし、以下のいずれかの場合を除く。 

(a) 当社の開示情報に重大な虚偽が含まれることが判明した場合 

(b) 当社が法令や金融商品取引所の規則に従って開示すべき重要な事実を適正に開示していな

かったことが判明した場合 

(c) 当社株式の上場廃止、当社について法的倒産手続の開始その他本新株予約権の発行日にお

いて前提とされていた事情から重大な変更が生じた場合 

(2) 本新株予約権者の相続人は、本新株予約権を行使することができない。 

(3) 本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における授権株式数を超過す

ることとなる場合、当該本新株予約権を行使することができない。 

(4) 各本新株予約権 1個未満の行使を行うことはできない。 

 

7. 新株予約権の取得に関する事項 

(1) 当社が消滅会社となる合併契約、当社が分割会社となる会社分割に関する分割契約若しくは分

割計画又は当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画について株主総会の承

認（株主総会の承認を要しない場合には取締役会決議）がなされた場合、当社は、当社取締役

会が別途定める日の到来をもって、本新株予約権の全部を無償で取得することができる。 

(2) 新株予約権者が権利行使をする前に、第 6 項の規定により本新株予約権の行使ができなくなっ

た場合、当社は新株予約権を無償で取得することができる。 

 

8. 端数処理 

本新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に 1 株に満たない端数がある場合、これ

を切り捨てる。 
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9. 新株予約権者への通知 

(1) 当社による本新株予約権者への通知は、本新株予約権に関する新株予約権原簿に記載された本

新株予約権者の住所宛てに行い、かつ、それをもって足りる。 

(2) 本新株予約権に関して、目的株式数又は行使価額が調整された場合、当社は、調整が行われた

旨及びその内容を、遅滞なく本新株予約権者に対して通知する。 

 

10. 組織再編行為の際の新株予約権の取扱い 

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移

転（以下「組織再編行為」と総称する。）を行う場合、組織再編行為の効力発生日において、新株予

約権者に対して、それぞれの場合について、以下の条件に基づき、会社法第 236条第 1項第 8号イか

らホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」という。）の新株予約権を交付する。ただし、以

下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割

契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限る。 

(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数 

新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数とする。 

(2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

再編対象会社の普通株式とする。 

(3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

組織再編行為の条件を勘案のうえ、第 1項に準じて決定する。 

(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、第 2 項に定める行使価額を調整して得られる再編後行使

価額に、上記(3)に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗

じた額とする。 

(4) 新株予約権を行使することができる期間 

第 3 項に定める行使期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、同項

に定める行使期間の末日までとする。 

(5) 増加する資本金及び資本準備金に関する事項 

第 4項に準じて決定する。 

(6) 譲渡による新株予約権の取得の制限 

譲渡による取得の制限については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要する。 

(7) その他新株予約権の行使の条件 

第 6項に準じて決定する。 

(8) 新株予約権の取得事由及び条件 

第 7項に準じて決定する。 

(9) その他 

その他の条件については、再編対象会社の条件に準じて決定する。 

 

以上 


